
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 



  

 

 

 

 この環境報告書は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮し

た事業活動に関する法律」に準拠し、環境省の「環境報告書ガイドライン（２００３

年度版）」、「環境報告書の記載事項の手引き－平成１７年１２月」を参考にして作成

しています。 

 

■ 対象組織 

大学共同利用機関法人 高エネルギー加速器研究機構 

つくばキャンパス 

 

■ 対象期間 

２００５年４月 ～ ２００６年３月 

 （この範囲外の部分は当該箇所に明記） 

 

■ 報告書対象分野 

つくばキャンパスでの環境活動を対象としています。 

 

■ 作成部署および連絡先 

  大学共同利用機関法人 高エネルギー加速器研究機構 

   施設整備委員会 環境対策検討専門部会 

   管理局 施設部 

  〒３０５－０８０１ 

  茨城県つくば市大穂１－１ 

   電 話：０２９－８６４－５１７２ 

   ＦＡＸ：０２９－８６４－４４０１ 

   Ｅ－ｍａｉｌ：kikaku@mail.kek.jp 

 

■ 次回発行予定 

２００７版は、２００６年４月～２００７年３月を対象期間として、２００７年

８月頃に発行する予定です。 

 

■ 参 考 

本機構での放射線や化学薬品等の管理・取り扱いに関するもっと詳しい説明につ

いてはこちらを参考にしてください。 
放射線 
http://rcwww.kek.jp/index.html 
化学薬品等 

    http://rcwww.kek.jp/chem/index.html

編集方針 



 

 

 

 

１．もくじ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ １ 

 

２．トップメッセージ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ２ 

 

３．環境方針 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ３ 

 

４．機構概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ４ 

 

５．環境運用組織 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ８ 

 

６．環境目標と実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ９ 

 

７．環境に関する規制への取組 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１１ 

 

８．機構からの排出物 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

 

９．エネルギー資源の消費と節減への取組 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１７ 

 

10．各研究所等の環境負荷抑制への取組 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１９ 

 

11．グリーン購入・調達の状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２３ 

 

12．環境に配慮した実験・研究の取組‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２４ 

 

13. 環境に関する社会貢献等 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２５ 

 

14．環境ガイドラインとの比較 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２６ 

 

15. まとめ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ も く じ 



 

 

 

 

 
大学共同利用機関法人 

高エネルギー加速器研究機構長 

鈴 木 厚 人 

 

 高エネルギー加速器研究機構は、高エネルギー加速器を用いて宇宙、

物質、生命の究極構造、姿を探る加速器科学の研究の拠点として、国内

外の研究者に広く研究の場を提供しています。 

 

 機構は、推進するすべての研究、教育活動において、地球環境保全の

大切さを認識し、環境との調和と環境負荷の低減に努めます。 

 省エネルギー、省資源、資源循環を推進するとともに、放射線、化学

物質の安全管理などを徹底し、地域の環境保全に努めます。 

 

 平成１７年度を『環境報告書』元年と定め、エネルギー、水資源、環

境保全等の取り組みをまとめ、報告いたします。多くのご意見、ご批判

を頂きつつ、職員、共同利用研究者、大学院生、関連企業と協力し、環

境保全目標の達成に努めて参ります。 

 
平成１８年９月 

２ トップメッセージ 



 

 

 

 

 

１．環境に対する基本理念 
 

  高エネルギー加速器研究機構は、 

・ 機構の研究・教育活動及びそれに伴うすべての事業活動において、地球環境

の保全を認識し、環境との調和と環境負荷の低減に努めます。 

・ 以上を念頭に置きつつ、研究・教育活動を積極的に推進するとともに、地球

環境を維持・承継しつつ持続的発展が可能な社会の構築を目指します。 

 

２．環境に対する基本方針 
 

（１）機構における研究・教育を中心としたすべての活動において、省エネルギー、

省資源、廃棄物の削減、放射線及び化学物質管理の徹底等を通じて、環境保

全と環境負荷の低減に努めます。 

（２）環境関連法規、条例、協定及び自主基準を遵守します。 

（３）環境配慮に関する情報公開を適切に行い、地域社会との連携した環境保全活

動に取り組みます。 

（４）環境マネジメントシステムを確立し、継続的な改善を進めます。 

（５）環境保全の目的及び目標を設定し、教職員、共同利用研究者、大学院生、関

係企業の関係者と協力してこれらの達成に努めます。 

 

３ 環境方針 



 
 
 
 

 
  高エネルギー加速器研究機構（ＫＥＫ）は、高エネルギー加速器を用いた素粒子・

原子核に関する実験的・理論的研究、生命体を含む物質の構造・機能に関する実験

的・理論的研究、並びに高エネルギー加速器の性能向上に関する研究及び関連する

基盤技術に関する研究を推進する加速器科学の総合的発展の拠点として、国内外の

関連分野の研究者に対して研究の場を提供することを目的としています。世界に開

かれた国際的な研究機関であるという理念の下で、様々な研究・教育を進めていま

す。 
 
 
 
 
  素粒子原子核研究所では、高エネルギー加速器によって物質の究極の構造や互い

に及ぼしあう力について実験的、理論的な研究を行っています。電子・陽電子衝突

型加速器（ＫＥＫＢ）を使って進められているＢｅｌｌｅ実験は、多量のＢ中間子

とその反粒子を作って、粒子と反粒子の性質の違いを調べます。また、陽子加速器

では大量のニュートリノを作り、岐阜県神岡に設置された東京大学の大型ニュート

リノ検出器（スーパーカミオカンデ）に打ち込み、ニュートリノの質量を調べる実

験（Ｋ２Ｋ）を行っていました。これらの研究は、素粒子という極微の世界を解き

明かすと同時に宇宙誕生の謎に迫ります。 
 
 
 
 

物質構造科学研究所では、性能の高い放射光、陽電子、中性子、ミュオンを発生

する加速器光源の開発研究と、これらを利用した先端的な研究を行っています。放

射光は電子蓄積リング、中性子やミュオンは陽子加速器を利用して発生しています。

物質構造科学研究所の装置は、全国の大学、研究所等の研究者に公開されており、

２００５年度における共同利用者数は約２，７５０名でした。研究分野は、物理学、

化学、生物学、薬学、医学、工学、農学と広範囲にわたっています。 

放射光、陽電子、中性子、ミュオンはそれぞれ物質と特徴的な相互作用をするの

で、これらを用いることによって物質の性質を総合的に理解することができます。 

 
 
 
 
  加速器研究施設では、素粒子や原子核、物質の研究に必要な新しい加速器を設

計・建設し、これを維持・運転して、必要なビームを供給しています。また、将来

高エネルギー加速器研究機構 

素粒子原子核研究所 

物質構造科学研究所 

加速器研究施設 

４ 機構概要 



に向けた高性能な加速器を作るための技術開発も行っています。素粒子反応の起こ

る確率は非常に小さいので、ビームには高いエネルギーばかりでなく、その強度が

高いことも重要となります。できるだけ多くの素粒子反応を調べるために、実験は

長期間にわたって昼夜休みなく続けられるので、大型で複雑な加速器を長期間安定

に働かせることが要求されます。 
 
 
 
 
  共通基盤研究施設では、大型加速器を用いた多彩な研究計画の円滑な遂行のため

の高度な技術支援を行っています。そのために必要なコンピューター、放射線防護、

超伝導・低温技術、精密加工技術等に関する基盤的研究を行うとともに、先端的な

関連分野の開発研究を行っています。また、これらに関連する高い技術を用いて、

コンピューターやネットワークの管理運用、液体ヘリウム等の供給、放射線安全管

理、機械工作などの支援業務を行っています。これらの開発研究及び支援業務を行

うため、４つのセンターが置かれていて、機構の研究支援の基盤となっています。 
 
 
 
 
  大強度陽子加速器計画推進部は、平成１３年度より日本原子力研究開発機構と協

力して建設を進めている大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）建設推進にあたり、

機構内の各研究組織を有機的に統合し一体的な推進体制を築くためのものです。プ

ロジェクト全体の企画・調整のみならず、加速器施設の性能向上や測定装置等の開

発研究、加速器運転時の安全向上のための研究、また、施設完成後の共同利用体制、

管理・運営体制の整備などを目的としています。Ｊ－ＰＡＲＣは、世界でこれまで

に実現されたことのない大パワーの陽子ビームを加速するために、加速器技術上の

様々な最先端技術が求められます。 
 

共通基盤研究施設 

大強度陽子加速器計画推進部 



 

 

 
1 インフォメーションセンター 

2 食堂 

3 職員会館 

4 管理棟 

5 計算機棟 

6 工作棟 

7 低温棟 

8 放射性試料測定棟 

9 １号館 

10 ２号館 

11 ３号館 

12 研究本館 

13 ＰＳ南実験棟 

14 超伝導・低温・真空実験棟 

15 ＰＳ特高受電棟 

16 放射線管理棟 

17 化学実験棟 

18 共同利用研究者宿泊施設 

19 外国人研究員等宿泊施設 

20 体育館 

21 アッセンブリホール 

22 東カウンターホール 

23 北カウンターホール 

24 ニュートリノビームライン 

25 ＰＳエネルギーセンター 

26 陽子シンクロトロン 

27 ブースター室 

28 コントロール室 

29 リニアック室 

30 偏極陽子入射器棟 

31 中性子科学研究施設 

32 陽子ビーム利用実験棟 

33 ミュオン科学研究施設 

34 中性子中間子実験準備棟 

35 ＰＦ－ＡＲ大強度放射光リング 

36 ＰＦ－ＡＲ北実験棟 

37 ＰＦ－ＡＲ北西実験棟 

38 ＰＦ－ＡＲ北東実験棟 

39 Ｂファクトリー(KEKB)リング 

40 ＫＥＫＢビーム入射ライン 

41 ＫＥＫＢコントロール棟 

42 ＫＥＫＢ富士実験棟 

43 ＫＥＫＢ日光実験棟 

44 ＫＥＫＢ筑波実験棟 

45 ＫＥＫＢ大穂実験棟 

46 放射光科学研究施設(PF)光源棟 

47 ＰＦ研究棟 

48 ＰＦ実験準備棟 

49 ＰＦエネルギーセンター 

50 電子陽電子入射器コントロール室 

51 電子陽電子入射器棟 

52 ４号館 

53 大強度リニアック棟 

54 構造生物実験棟 

55 国際交流センター 

               

 

つくばキャンパスマップ 

現員(平成１８年３月１日現在) 

役   員 教   員 

機構長 理事 監事 

所 長 

施設長 教授 助教授 講師 助手 
技術職員 事務職員等 合  計

１ ４ ２ ２ ９２ １１７ ５ １６６ １６２ １５３ ７０４ 

 施設（平成１８年３月末現在）            〔単位:㎡〕 

区     分 敷地面積 建物面積 

大 穂 地 区 １，５３１，２８６  １８５，７１０

松 代 地 区     ３，２４４       ９３２

東 海 地 区    ５４，６２２    ５，７６２

合    計 １，５８９，１５２  １９２，４０４

 



　（平成１８年３月現在）

物 理 第 一 研 究 系

物 理 第 二 研 究 系

物 理 第 三 研 究 系

理 論 研 究 系

素粒子原子核研究所

素粒子原子核研究所運営会議

放射光科学第一研究系

放射光科学第二研究系

放 射 光 源 研 究 系

中 性 子 科 学 研究系

ミ ュ オ ン 科学研究系

加 速 器 第 一 研究系

加 速 器 第 二 研究系

加 速 器 第 三 研究系

加 速 器 第 四 研究系

放 射 線 科学センター

計 算 科 学 センター

超伝導低温工学ｾﾝﾀｰ

機 械 工 学 センター

物質構造科学研究所

物質構造科学研究所運営会議

加 速 器 研 究 施 設

共通基盤 研究 施設

加速器・共通基盤研究施設運営会議

役員会
　　機構長
　　理　 事

機 構 長

監　　事

経 営 協 議 会

教育研究評議会

所長会議

大強度陽子加速器計画推進部

国 際 ・ 社 会 連 携 部

リニアコライダー計画推進室

安 全 衛 生 推 進 室

評 価 ・ 調 査 室

知 的 財 産 室

高度情報利用推進室

図 書 室

管 理 局

東 海 キ ャ ン パ ス

研究交流推進室

広 報 室

史 料 室

施 設 部

国際交流推進役

東 海 管 理 課

財 務 部

総 務 部

機構 組織図

東 京 連 絡 所

Ｊ － Ｐ Ａ Ｒ Ｃ セ ン タ ー

加速器ディビジョン

安全ディビジョン

業務ディビジョン

物 理 第 四 研 究 系



本機構では、平成１８年度より段階的に環境マネジメントシステムを構築します。

環境配慮について継続的
かつ確実な取組の推進

環境保全に関する所掌事
項の審議

５　環境運用組織

機構長

施設整備委員会

環境対策検討専門部会

（主な会議）
・エネルギー利用計画委員会
・電力ピーク調整連絡会
・省エネルギー連絡会
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取組の状況

エネルギーの
使用

実験電力に関して、年度当初に
運転計画を定め、効率的な運転
に努める。

○

年度当初の運転計画の策定及び最大電力
の監視を行い、契約電力の超過が見込ま
れる場合は、電力警報の発令と段階的な
実験機器の停止を実施している。

加速器、測定器等の性能向上を
図り、電力の節減に努める。

○
超伝導技術の導入と、故障による実験停
止時間を最小限にするための体制を整備
している。

生活電力に関しては、人感セン
サー付照明器具の導入を図る。

○
照明器具の消し忘れ防止として、常時点灯
が不要な箇所への導入を進めている。

照明器具及び変圧器等を高効率
な機器への更新を進める

◎
照明器具等の新設・更新に当たっては、グ
リーン購入法に適合する高効率な機器を
積極的に採用している。

実験研究での
取り組み

消費電力のピーク調整の実施 ○
事前の計画に基づき、ピーク調整のために
実験装置を停止している。

夏期の電力需要期の加速器及び
実験休止

◎
７月から９月に加速器等の保守・点検を実
施し、運転を停止している。

希少資源であるヘリウムガスの
回収・再使用の推進

◎
希少資源との認識に基づき、循環再利用を
進めている。

化学薬品の使
用

化学物質の購入・持込み量の把
握を徹底する。

◎

環境安全管理室が中心となって確実な把
握に努めている。また、化学薬品等取扱い
の手引きを更新し、職員や共同利用実験
者への周知を図っている。

化学物質の適正保管及び適正使
用を徹底する。

◎
保安管理組織による化学安全査察を実施
し、災害の防止に努めている。

化学物質の排出量と移動量の把
握

◎
化学物質のうち、実験研究で使用された化
学物質について、環境への排出量と移動
量の調査を実施している。

用紙類の使用
会議のペーパーレス化を推進す
る。

◎
平成１６年度から主要な会議をペーパーレ
スにする取組を進めており、平成１７年度
は前年度に比して約４倍を節約している。

用紙の両面利用(コピー、プリント)
の呼びかけ

○
コピー機等に両面コピーの励行を促す掲示
を行っている。

各種通知等に電子メールを活用
する。

◎
機構からのお知らせとして職員等への通知
は、電子メールを基本としている。

水の使用 洗面所の自動水栓への交換 ◎
主な研究室や事務室については、自動水
栓に更新している。

建物ごとの使用量を把握し、節減
対策を検討する。

○
居室として使用している主な建物へ計量器
を設置し、データを取得中である。

廃棄物の排出
一般廃棄物の排出を前年度以下
とする。

◎
分別収集を徹底し、一般廃棄物の排出を
前年度以下としている。

分別収集を推進する。 ○
分別収集のため、ゴミ箱を分別可能なもの
に交換。

構内一斉清掃の実施 ○
機構の外周を含めた職員による一斉清掃
を１回実施。

製品の購入
機構のグリーン調達方針に基づく
調達を行う。

○
本年度は、調達目標を達成できないものが
あったが、引き続き調達目標達成に向けた
取り組みを進めている。

環境目標及び達成度

■環境保全と環境負荷の低減を目指し以下の取組を進めています。

６ 環境目標と実施状況



取組の状況
ＰＣＢ廃棄物
の管理

ＰＣＢ廃棄物の適正保管と処分の
ための取組を進める。

◎
適正な管理を継続するとともに、指定の処
理施設に処分を依頼。

アスベストへ
の対応

法令等に基づく実態調査の実施
と、適正な除去処理を進める。

◎
再度の実態調査を実施し、１％を超えるア
スベストが含有された吹付け処理がされて
いる箇所を特定し、除去処理の準備。

放射線の管理
法規制への適正な対応と測定値
の公表

◎

放射線安全確保のため、教育訓練を実
施。敷地全域での放射線レベルの集中連
続監視を実施している。監視結果並びに放
射線管理の詳細は、毎年機構発行の「放
射線管理報告」で公表している。

排水の水質監
視

条例が求める排出基準の遵守と
報告

◎

条例で定められた公共下水道への放流地
点で毎月、水質検査を実施し、自治体へ報
告を行っている。また、自主監視のために
構内１３箇所の排水を定期的に検査。

バイオテクノロ
ジー等への対
応

法令順守の徹底 ◎
バイオ実験や動物実験は、法律及び実験
者が所属する大学等の倫理規定を遵守。

地域と連携し
た取組

地域社会と連携した取組の推進 ○ 茅葺屋根保存会への積極的な協力

機構の環境への取組について地
域社会に発信する。

○
ホームページへの情報公開
環境報告書の作成

凡例 ◎　目標を達成している項目
○　概ね目標を達成しているが、さらに努力が必要な項目
△　目標を達成できなかった項目

環境目標及び達成度

■法令順守

■地域社会との連携した環境保全活動



 
 機構の研究活動において、環境保全を認識し、環境負荷を抑制するための法規制等

を遵守した取り組みを行っています。 
 
 
 
  本機構における研究の基盤となる加速器は、運転中に放射線や放射能が発生しま

す。このために、放射線や放射能が外部に洩れることのないように、加速器はコン

クリートや鉄などの厚いシールド（遮へい体）の中に設置されるとともに、シール

ド内の空気、水は厳重に測定、管理されます。 
  さらに、機構内には放射線レベルを監視するための放射線モニターが設置されて

おり、放射線モニターが加速器運転中に放射線のレベル超過を検出すると、加速器

を自動停止させる仕組み（インターロック）が採用されています。現在、４８台の

放射線モニターがこの目的のために設置されていますが、機構内にはこれらのイン

ターロック用の放射線モニターを含めて２００台以上の放射線モニターが放射線

レベルの測定監視を連続して行っており、測定場所も居住区域や敷地境界まで広範

囲にわたっています。測定データは集中監視され、少しでも線量の高い箇所が見つ

かるとその原因の調査がなされます。 
  本機構では、敷地境界の放射線線量を年間５０マイクロシーベルト以下とするよ

うに定め、環境保全に勤めています。この量は自然放射線から受ける放射線線量の

約１０分の１という低いものですが、実際にはさらにその１０分の１程度までの線

量に押さえています。 
  加速器遮へい体内の物品は放射能を含む恐れがあるために、その取り扱いは厳重

に管理されます。廃棄物の一部は減容等の作業後、専用容器に入れ処理業者に処理

を委託し、また、再利用可能な物品については将来の使用に備え、放射線管理区域

の専用の場所で保管管理しています。 
  敷地境界を含む放射線線量レベル等については、法令に定める基準値以下です。

詳しくは毎年機構が発行する「放射線管理報告」に記載し、公表しています。 
 
 
 
  本機構から排出される生活排水は、３箇所の汚水排水槽に集められて公共下水道

に放流しています。実験研究の結果排出される実験系排水については、実験廃液を

専用の容器に、また、実験に使用した器具を洗浄した排水は専用の排水槽に貯留し、

それぞれ無害化処理を行った後に、公共下水道に放流しています。 
  公共下水道に放流する排水の水質は、毎月、条例で排出基準が定められている３

９項目について検査しています。また、排水の自主監視のために機構内に設けた１

３地点の排水の水質を定期的に検査し、監視しています。なお、水質検査の結果は、

全ての項目で基準値以内です。報告書は、条例に従い、つくば市に提出しています。 
  さらに、本機構の周辺環境保全のため、敷地境界に掘削した７箇所の井戸の地下

水を検査し、水質を監視しています。 

７ 環境に関する規制への取組 

排水の水質監視 

放射線の管理・取扱い 



 
 
 
  本機構では、化学物質の取扱いに関して必要な事項を「化学薬品及び有害物質危

害予防規程」に定め、機構長を保安責任者とする保安管理組織と化学安全の実務を

行う環境安全管理室によって、機構で働く人達の健康障害と災害発生を防止し、機

構内及び周辺地域の環境の保全に努めています。 
  化学物質の管理を規程に基づき、 

① 化学物質の購入・持込み量の入手願による把握 
② 化学物質の管理責任者の下での保管及び使用 
③ 化学物質の排出量と移動量の使用報告書による把握 
によって、受入（input）から排出（output）まで、総合的に行っています。 
また、保安管理組織では定期的に毒物、劇物の管理状況等について、化学安全査

察を実施し、災害の防止に努めており、指摘事項への措置と改善報告書の提出を求

めています。 
  平成１７年度は、「特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善の促進

に関する法律」の対象化学物質で、届出義務のある１，０００ｋｇ以上の取扱いは

ありませんでしたが、取扱い実績のある対象化学物質１２種のうち取扱い量が１㎏

以上の物質について、その排出・移動量を示します。 
                                                                   単位；㎏ 

区    分 排  出  量 移 動 量 
政令番号 物 質 名 

取扱量
大気 公共用水域 その他(土壌) 実験系廃棄物 下水道

１１２ 四塩化炭素 13.2 0.9 0.0 0.0 12.3 0.0 

２８３ フッ化水素及びその水溶

性塩 10.2 0.1 0.0 0.0 10.1 0.0 

４３ エチレングリコール 6.1 0.0 0.0 0.0 6.1 0.0 

１２ アセトニトリル 6.0 0.5 0.0 0.0 5.5 0.0 

２２７ トルエン 2.6 2.6 0.0 0.0 0.0 0.0 

９５ クロロホルム 1.8 0.1 0.0 0.0 1.7 0.0 

２１１ トリクロロホルム 1.5 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0 

２ アクリルアミド 1.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 
※実験系廃棄物は、機構からの排出物で示すとおり、適切に処分を行っています。 

 
 
 
 
  本機構では、バイオテクノロジーや実験動物の取り扱い等については、バイオセ

ーフティに関する生物の多様性確保に関するカルタヘナ国際議定書及び大学にお

ける動物実験倫理規程を遵守して研究を行っています。 
 
〈参考〉 
 カルタヘナ法に関する文部科学省のホームページの URL 
 http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/seimei/04030901.htm 
 動物愛護管理法に関する環境省のホームページの URL 
  http://www.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/amend_law2/ 

バイオテクノロジーや実験動物の取扱い 

化学物質の管理 



 
 
 
  建築物の断熱・吸音・耐火被覆等を目的とした仕上げ方法の一部として、アスベ

ストの吹付仕上げが使用されていた時期がありますが、飛散したアスベスト繊維を

吸い込むことによる健康障害が判明したため、昭和５５年頃までに使用中止となり

現在は使用されておりません。 
  本機構の施設でも、つくばキャンパスにおいて一部、この吹付仕上げが行われて

いましたが、すべての建物において吹付アスベストの実態調査を行い、該当箇所に

関しては平成５年時点で飛散防止の処理を終了しております。 
  飛散防止の処理には、アスベストを取り除く除去処理と、アスベストの仕上げ面

を囲い込む囲い込み処理があります。本機構では、多くの部分で除去処理を行って

おりますが、一部に囲い込み処理を行っているところがあります。囲い込み処理を

している個所に関しては飛散の恐れはなく安全な状態ですが、改修工事等の実施時

に合わせ、適正に除去処分を行っていくこととします。 
  なお、平成１７年２月公布の厚生労働省令第２１号（石綿障害予防規則）におい

て、吹付ロックウール、吹付ひる石と呼ばれるものの中で、石綿含有率（重量換算）

１％を超えるものも規制の対象となりました。再度、実態調査を行った結果、下表

に示すとおり該当箇所(２号館及びＰＳエネルギーセンターの一部 計 126 ㎡)が判

明しました。これについては、早急に除去処理を実施します。(平成 18 年度中に実

施) 
 
  【アスベスト処理状況】 

アスベスト吹付仕上げが行われた面積 ９，５３３㎡ 
平成５年時点で処理が行われた面積（除去処理） ８，９５１㎡ 
平成５年時点で処理が行われた面積（囲い込み処理） ４５６㎡ 
平成１７年に判明し、除去処理予定の面積 １２６㎡ 

   ※アスベスト吹付け仕上げには、吹付ロックウール及び吹付ひる石を含む 

建築物における吹付石綿(ｱｽﾍﾞｽﾄ)の状況 



 
 
 
 ① ＰＣＢ廃棄物処理の概要 
   ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理については、平成１３年６月に公

布された「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」

により、ＰＣＢ廃棄物を所有する事業者には、適切な保管と届出が要求されると

ともに、平成２８年７月までに処分又は処分の委託を行わなければならないとさ

れています。 
   本機構が所有するＰＣＢ廃棄物の具体的な処理は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物

処理基本計画（環境省策定）に基づき、日本環境安全事業株式会社〔日本環境安

全事業株式会社法（平成１５年５月１６日法律第４４号）により設立〕に処分を

委託し、全国５箇所の処理施設のうち、北海道事業所（北海道室蘭市）で処理さ

れることになっており、処分を予定しています。 
 
 ② 本機構のＰＣＢ廃棄物の管理状況 
   高濃度又は低濃度（０．５㎎／㎏以上）のＰＣＢ含有が明らかになっている機

器（使用中のものを除く）は、すべて専用のＰＣＢ保管庫内で保管されており、

法令に従い保管状況等を毎年茨城県に報告しています。 
 
   【保管中のＰＣＢ廃棄物】 

種    類 数 量 備    考 
コンデンサ類 ６２台 総重量 9,012 ㎏ 
直流電圧発生装置 ２台 総重量 2,800 ㎏ 
安定器（蛍光灯） １３個  

   【使用中のＰＣＢ含有機器】 
    ※陽子加速器施設の関係設備等について調査をしています。 

ＰＣＢ廃棄物の取扱い 



 

 

 

  本機構からの排出物で、特殊なものは実験・研究活動において発生する実験系廃

棄物です。実験系廃棄物のうち下記の①無機系廃液と⑤洗浄廃液は、機構の処理施

設で無害化処理を行い、それ以外の廃棄物は、産業廃棄物処理業者に処理を委託し

ております。また、生活活動その他で発生する一般廃棄物は、平成１７年１０月よ

り分別回収を進めています。 

 

 【実験系廃棄物】 
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（排出される実験系廃棄物の種類） 

① 重金属などの無機化合物を含有する無機系廃液 

② 有機溶媒などの有機化合物を含有する有機系廃液 

③ 廃油 

④ 写真廃液 

⑤ 器具の洗浄による洗浄廃液 

⑥ 試薬瓶などの固形廃棄物 

⑦ 廃液の無害化処理から発生するスラッジ（汚泥） 

８ 機構からの排出物 
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 【一般廃棄物】可燃物（１６５トン）不燃物（３０８トン） 
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 【雑排水】 下水道使用量（１２０千㎥ ） 
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（対前年度比 約７７％） 

（対前年度比 約６７％） 

一般廃棄物の種類 

（可燃物）紙屑、木屑等 

（不燃物）プラスチック屑、

金属屑、廃液等 

※分別収集を進めることで、

リサイクル率のアップを図

っていきます。 



 

 

 

 平成１７年度、本機構において消費された主要なエネルギー使用量として、電力、

都市ガス、水、紙について以下にデータを示します。なお、Ａ重油に関しては本機構

では、殆ど使用がありません。 

 

 【電力】 電力使用量 ４８０ＧＷｈ 
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 【ガス】 都市ガス使用量 ３３７万Ｎ㎥  
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 【 水 】 市水使用量 ３０４千㎥  

井水使用量 １３０千㎥  
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９ エネルギー資源の消費と節減への取組 

使用電力量の大部分を占める加速

器実験では、加速器及び測定器の性能

向上や消費電力の少ない超伝導技術

の採用に努め、使用電力量あたりの実

験データ取得の向上に努力しており

ます。また、電力需要が逼迫する夏場

の運転を休止し、保守点検を実施して

います。 

本機構では、環境負荷の低減に配慮

し、平成 5年から冷暖房用のボイラー

燃料を、重油から都市ガスに切替えて

います。 

洗面所を自動水栓に改修し、水資源

の節減を図っています。また、各建物

毎に計量器を設置して、節減方策を策

定する検討をしております。 

（対前年度比 約９２％） 

（対前年度比 約９６％） 

（対前年度比 約１０５％） 

（対前年度比 約１０１％） 
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〔参考〕主要会議のペーパレス化による削減量（平成１７年度実績） 

  主要会議；教育研究評議会（４回）   ２３，６０４枚 

役員会（１６回）      １３，６４４枚 

       所長会議（１８回）     ２４，６９６枚 

       主幹会議（１１回）     ８７，５０５枚 

       連絡運営会議（１３回）   ６１，９５６枚 

       法人化推進委員会（１０回） １４，７８４枚 

       各研究所等運営会議（１８回）４３，１１９枚 

       その他の会議（１２回）   ３３，３４６枚 

          計         ３０２，６５４枚（約１，３２０ｋｇ） 
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 紙資源の消費低減を目的に、機構内

で行われる会議について、ペーパレス

化を進めています。また、資料のコピ

ーは、両面コピーにするようにアナウ

ンスを行っています。 

（対前年度比 約１００％） 



 

 

 

 

 

 

素粒子原子核研究所では「物質を構成する基本粒子は何か、それらに働く力はど

んなものか、粒子や力が従う法則はどうなっているか」ということを理論と実験の

面から研究しています。基本粒子を作ったり、その寄与を見ることが出発点ですが、

それは別の言い方をすると宇宙誕生の模擬実験のようなものです。非常に高いエネ

ルギー密度状態から物質が誕生しますが、そのような状態を作るために物質・反物

質の消滅反応を利用します。すなわち電子（物質）と陽電子（反物質）を非常に高

いエネルギーまで加速して衝突させると消滅して高エネルギー密度状態となりま

す。そこから新たに生まれた粒子を測定器で捉え詳細に調べることで、上に述べた

研究を行うことが可能となります。 
このような人類共通の興味、すなわち「どのようにしてこの宇宙は生まれたのだ

ろうか？」という疑問に対する答えを探求するとともに、関連する幅広い基礎研究

や応用研究を行うために、大電力を必要とする加速器運転が不可欠となります。 

本研究所では、これらの実験を行うに際しては、環境資源の負荷に対して十分な

配慮をしつつ研究を進めています。例えば、電力消費を可能な限り低減させるため

に衝突型加速器用測定器の中心部分をなす大容積高磁場を発生させるために超伝

導ソレノイド電磁石を開発し、運転を行っています。 

 

 

 

 

物質の構造やその性質を原子･分子の大きさのスケールで研究することは現代の

物質科学・生命科学の重要な課題になっております。原子や分子のスケールでの研

究を行なうためには電子蓄積リングから発生する真空紫外領域からX線領域にわた

る光（放射光）、陽電子、陽子加速器で作られる中性子やミュオンと呼ばれる粒子

が非常に有用です。物質構造科学研究所では、性能の高い放射光、陽電子、中性子、

ミュオンを発生する光源の開発研究と、これらを利用した先端的な物質科学・生命

科学研究を行っております。また、本機構は大学共同利用機関であり、物質構造科

学研究所の装置は、全国の大学、研究所等の研究者に公開されております。2005

年度における共同利用者数は放射光施設だけでも約 2600 名、共同利用課題数は約

700 件にものぼりました。研究分野は、物理学、化学、生物学、薬学、医学、工学、

農学と広範囲にわたっており、基礎から実用まで多種多様な研究が行なわれており

ます。 

放射光、陽電子、中性子、ミュオンはいずれも加速器を利用して発生させており

ます。加速器に関する環境負荷抑制の取組については、後述の加速器施設の説明に

譲ることにして、ここではそれ以外の取組を紹介します。 

・放射光科学研究施設の PF リングでは、加速器から得られる放射光を最大限に

利用するため 22 本のビームラインを設置し、さらに分岐して 50 を超える実験ステ

10 各研究所等の環境負荷抑制への取組 

素粒子原子核研究所 

物質構造科学研究所 



ーションを設けて、多数の実験を同時に行なえるようにしております。このように

加速器を効率よく利用して研究を行なう考え方は放射光施設の PF-AR リング、中性

子やミュオンの施設でも踏襲されています。 

・ビームラインの再構築を行なうにあたっては、真空ダクト・真空バルブ・真空ポ

ンプ・真空計等の構成要素を最大限再利用しております。 

・放射光実験で発生する可燃性ガス、有害ガス等はそれぞれ無害化した後に、排気

ダクトに流しております。排ガス中の有害成分等はガスセンサーによって監視し

ており、排出口には洗浄塔を設置しております。 

・放射光研究施設の活動報告（Photon Factory Activity Report）における共同利

用者の報告（Users’Report）は CD-ROM で出版する、放射光共同利用実験応募資

料は web に掲載するなどして紙類の使用量削減に努めております。 

・共同利用者用の貸し出し自転車を約 50 台用意するとともに自転車置き場を整備

して、キャンパス内移動における自転車利用を促進しております。 

・Ｘ線検出器をＸ線フィルムやイメージングプレートから X線 CCD カメラ等に置き

換えるなどして、研究に必要な消耗品の削減に努めております。 

・放射光科学研究施設では放射光Ｘ線を用いた環境分析手法の開発を行なっており

ます。これらの手法を用いて排ガスを無害化する触媒反応の研究、土壌中の有害

な砒素を濃縮する植物の研究などが行われております。こうした研究は将来の環

境負荷低減に貢献します。 

 本件に関する機構ホームページのＵＲＬ 

 http://www.kek.jp/newskek/2003/sepoct/RhCO.html 

 http://www.kek.jp/newskek/2006/marapr/fern.html 

・中性子科学研究施設ではリチウムイオン電池や燃料電池の開発基礎研究を行って

おります。これらの研究も将来の環境負荷低減に貢献します。 

 リチウムイオン電池の基礎研究に関する機構ホームページのＵＲＬ 

 http://neutron-www.kek.jp/topics/topic20044_1.html 

・ミュオン科学研究施設では宇宙線ミュオンを用いて稼働中の鉄溶鉱炉の内部を探

索する研究が行われています。この研究が実用化すれば溶鉱炉を寿命ぎりぎりま

で利用することができ、大規模な環境負荷削減に貢献します。 

 本件に関する参考文献 

 永嶺謙忠、「宇宙線ミュオンによる大型産業機器ラジオグラフィー －稼働中の

溶鉱炉の内部探索－」、固体物理４１（４）（２００６）３０５． 

 

 

 

 

（１）従来までの取り組み 

本年 3月まで本機構では陽子加速器、ＫＥＫＢと呼ばれる電子加速器、放射光施

設用の電子加速器の三種の加速器を用いた実験・研究を行っていました。このうち

の、陽子加速器は東海村の日本原子研究開発機構と本機構とで共同建設しているＪ

－ＰＡＲＣと呼ばれる大強度陽子加速器に実験・研究が移行するため、本年３月に

約３０年続けてきた、実験のための運転を終了しました。 

加速器研究施設・共通基盤研究施設 



これらの大型加速器では電磁気現象を利用して荷電粒子をリング内で回転させな

がら加速して物理反応を起こし、希少な物理反応現象を収集し、統計的に解析処理

する研究活動を行っています。このために必要な電力量は陽子加速器の場合１２Ｍ

Ｗ、ＫＥＫＢの場合４０ＭＷ（一般家庭の約 3万世帯が使用する電力）になります。

希少な現象から原理を導き出すには、膨大なデータを収集しなくてはならないので

長時間の運転時間を必要としますが、なるべく効率的にデータを収集するべく下記

に示すような様々な工夫を行った運転をしています。 

 夏期の電力需要期には、運転を休止して装置の保守や改善に当てています。 

 機構内で消費電力のピーク値に上限を設け、その値をオーバーしそうになったら

運転を中断して、消費電力のピーク調節を実施しています。 

 加速器運転初期の頃は 3 週間モード（3 週間目の金曜日に運転を終了し翌週の火

曜日から立ち上げる）でありましたが、そのモードを 3ヶ月モードに変更しまし

た。この改善により立ち上げ調整時間が大幅に短縮され、その分共同利用実験者

へのビーム供給時間を増やすことができました。 

 加速器を構成している膨大な装置の内、たった一カ所の装置が故障しても運転が

出来ないので出来るだけ故障の無い機器の製作を目指していますが、故障しても

中断時間が最小になるよう機器保守担当者を決めて、２４時間の待機体制を取っ

ています。この結果、KEK の加速器は世界でも類をみない程、故障による運転停

止時間の少ない加速器となっています。 

 加速器の運転には大量の冷却水を必要としますが、その冷却水は密閉循環型とし

て、大気冷却も併用することで出来るだけ水資源を消費せず、又、冷却用電力も

最小で済むような効率的な運転を行っています。 

 加速器運転には空調と照明が不可欠ですが、空調は加速器の性能を低下させない

範囲で設定温度を高めに設定し（電源棟は 40℃にもなる）、照明は必要時以外は

消灯に心がけている。またビームを利用する実験室等でも空調の最適化をしてい

ます。 

 同じ運転電流の電磁石はなるべく直列につないで励磁することによって、電流ブ

スバーの量や消費電力を最適化しています。また運転電流が近い磁石においても

直列励磁にすることで電流差分だけを細い電流ラインで補正することによって

同様の最適化も行っています。 

 加速されたビームを標的に衝突させて二次粒子を発生させる施設では、ビームを

串刺し式に生成標的に衝突させるような配置を取ることにより、ビームを最大限

に有効利用しています。 

 

上記の運転関係の省エネルギー対策以外にＫＥＫＢの加速空洞は常温空洞と超

伝導空洞を併用し、電力の節減を図っています。単位電力あたりの加速電界の比較

では、ヘリウムの液化電力を含めても、超伝導加速空洞は常温空洞に比べほぼ１．

７倍程度電力効率が良くなっています。 

また、ＫＥＫＢ加速器は従来の「トリスタン加速器」を改造したものですが、こ

の改造に使用した新規の電線やケーブルは、今後の処分等を考慮し、塩ビ系から塩



ビの少ない所謂「エコケーブル」を使用しています。 

 

（２）新たな取り組み 

現在、東海村の日本原子力研究開発機構と共同で既存の陽子加速器の１００倍近

くのビームパワーを持つ陽子加速器を建設中です。このＪ－ＰＡＲＣ加速器にも上

述のような配慮がなされていますが、この他にも以下のような工夫が行われていま

す。 

 主リングから陽子ビームを取り出して、大強度のニュートリノビームを生成する

ニュートリノビームラインにおいて、超伝導電磁石システムを利用しています。

ここでは、加速器リングと違って磁石の設定磁場が一定で良いため、超伝導電磁

石を利用することで消費電力を大幅に削減できます。実際、この超伝導システム

の推定総消費電力６００ＫＷは、常伝導のシステムを使用した場合の１０分の１

程度と推測されています。ちなみに加速器リングにおいては、磁石を速い速度で

励磁しなければならないため、超伝導電磁石の利用は交流損失の問題から、必ず

しも有効でない場合が多いのが現状です。ただし、非常に交流損失の低い超伝導

電磁石が開発されれば、将来的には超伝導化によって大幅に加速器の消費電力が

減らせる可能性があります。 

 加速されたビームを標的まで導くラインに於いては、ＫＥＫ－ＰＳで使用してい

た、遮へい体や電磁石等をできるだけ再利用する設計にし、環境負荷を低減する

工夫をしています。 

 



 
 
 本機構では、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）

を遵守し、環境負荷低減に資する製品・サービスなどの調達を進めるとともに、毎年

その実績を関係省庁に報告しています。 
 平成１7 年度において環境負荷低減に資する製品・サービス（特定調達品目）につ

いて、調達の実績状況を調査しました。以下に調達状況を示します。 
 

分  野 摘  要 全調達量 特定調達品目調達量 特定調達品目調達率

紙 類 コピー用紙等 41,841.8 ㎏ 41,696.8 ㎏ 99.7％ 
文具類  101,835 個 101,835 個 100％ 
機器類 事務機器等 590 台 590 台 100％ 
ＯＡ機器 電子計算機等 1,208 台 1,208 台 100％ 
家電製品 冷蔵庫等 2 台 2 台 100％ 
ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ等 ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ等 17 台 17 台 100％ 
温水器等 ガス調理器 2 台 2 台 100％ 
照 明 蛍光灯等 11,982 本 11,982 本 100％ 
自動車等  1 台 0 台  0％ 
消火器 消火器 41 本 41 本 100％ 
制服・作業服 作業服 99 着 99 着 100％ 
インテリア類 ｶｰﾃﾝ等 513 枚 513 枚 100％ 
作業手袋 作業手袋 6,844 組 6,844 組 100％ 
他繊維製品 ﾌﾞﾙｰｼｰﾄ等 3 枚 3 枚 100％ 
役 務 印刷業務等 171 件 171 件 100％ 
※各調達数量は分野ごとの品目を全て集計しています。 
 
 上記のうち、１００％の調達目標を達成できなかったものとして、紙類及び車両の

２品目ありました。 
 紙類のうちコピー用紙の判断の基準は古紙パルプ１００％かつ白色度７０％程度

以下ですが、業務上の必要のため白色度が基準を満たさないコピー用紙（一部）を調

達したことによります。また、車両については、実験研究に必要な特装車とよばれる

特別仕様車が必要でした。そのため、車種が限定され、グリーン購入法に適合するも

のから選択できなかったことによるものです。 
 本機構では、今後も引き続き機構内への周知徹底を図り、全ての調達において適合

商品を購入することに努めていきます。 

11 グリーン購入・調達の状況 



 

 

 

 

 

 

 

消費電力を大幅に低減する方法として、電気抵抗をゼロにする超伝導技術がありま

す。本機構では、電磁石や粒子加速空洞の超伝導機器が、世界的に見ても最大規模で

稼動しています。電気抵抗をゼロにするためには、約－２７０℃まで冷却する必要が

あり、そのための冷媒としてヘリウムを使用しています。ヘリウムは天然ガスに少量

含まれています、限りある貴重なガスとの認識で最大限の有効利用を図っています。 

本機構では、複数の超伝導機器を同時に数ヶ月間連続運転するために大量のヘリウ

ムを使用しますが、回収・精製して再使用する循環システムを組むことによって消費

量を極力減らす努力をしています。この再使用の技術は、液化ヘリウムを実験用に提

供している超伝導低温工学センターにおいても応用されています。実験室へ供給され

た液化ヘリウムは使用された後、構内の回収配管を通してセンターに回収され、精製

後に再び液化されています。 

最近は、需要に対応する天然ガスの産出量増加と共にヘリウムの生産量が増えて、

価格が下がっている状況ですが、本来、天然ガスは限りあるものであり、希少資源の

循環再利用及び再使用技術を維持発展させることは、将来に向けて重要な取り組みで

あると認識して、今後も継続していきます。 

 

10年間の回収率動向
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12 環境に配慮した実験・研究の取組

ヘリウム回収 



 

 

 

 本機構のつくばキャンパスは、１，５３１千㎡の敷地に実験施設が配置されており、

敷地境界は保存緑地となっています。実験施設周辺は、芝生などが植栽されています

が、それ以外は自然の草地になっており、一部には茅が群生しています。 

 これまで、この草地は冬場の原野火災防止のため秋に草刈を実施していましたが、

近隣の地域住民が設立し、自治体が支援する「茅葺屋根保存会」から機構内の茅の利

用打診があり、機構としても地域文化の伝承等に役立つことから積極的に協力するこ

とにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本件に関する機構ホームページの URL 
    http://www.kek.jp/ja/news/topics/2005/kayabuki.html 
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  この環境報告書は、環境省が平成１６年３月に発行している「環境報告書ガイド

ライン（２００３年度版）」に基づき作成しています。記載することが重要な５つの

分野の中に、記載が望まれる２５の項目を記述しています。それぞれの項目が、本書

のどの部分に該当するかを対照表で以下に示します。 
 
求められる項目の記載状況（自己判断） 
記載している Ａ 
大部分記載している Ｂ 
一部記載している Ｃ 
今後記載を検討する Ｄ 
該当事項なし Ｅ 

 
 

環境省ガイドラインによる項目 本機構環境報告書
記 載

状況
頁 記載のない場合 

の理由 
１）基本的項目 
①経営責任者の緒言 

 （総括及び誓約を含む） トップメッセージ Ａ ２  

②報告に当たっての基本的要件 
 （対象組織・期間・分野） 編集方針 Ａ   

③事業の概要 機構概要 Ａ ４  
２）事業活動における環境配慮の方針・目標・実績等の総括 
④事業活動における環境配慮の方

針 
環境方針 Ａ ３  

⑤事業活動における環境配慮の取

組に関する目標、計画及び実績等の

総括 

環境目標・実施計

画 Ｂ ９ 
 

⑥事業活動のマテリアルバランス エネルギー消費 Ｂ １５  
⑦環境会計情報の総括 記載なし Ｄ  本年度は把握しなかった。 

３）環境マネジメントの状況 
⑧環境マネジメントシステムの状

況 
記載なし Ｄ  今後の取組 

⑨環境に配慮したサプライチェー

ンマネジメント等の状況 － Ｅ  
生産業などに適用 

⑩環境に配慮した新技術等の研究

開発の状況 
環境に配慮の実

験・研究の取組 B ２４
 

⑪環境情報開示、環境コミュニケー

ションの状況 
問い合わせ等を記

載 Ｃ   

⑫環境に関する規制の遵守状況 環境に関する規制

への取組 Ａ １１
 

⑬環境に関する社会貢献活動の状

況 
環境に関する社会

貢献等 Ｃ ２５
 

４）事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた取組の状況 
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⑭総エネルギー投入量及びその低

減対策 エネルギー消費など Ｃ １５
 

⑮総物質投入量及びその低減対策 エネルギー消費など Ｃ １５ 用紙使用量のみ把握 
⑯水資源投入量及びその低減対策 エネルギー消費など Ｂ １５  
⑰温室効果ガス等の大気への排出

量及びその低減対策 
記載なし 

Ｄ  把握できていない 

⑱化学物質の排出量・移動量及びそ

の管理状況 機構からの排出物 Ａ ２２
 

⑲総製品生産量又は総商品販売量 － Ｅ  生産・販売業に適用 
⑳廃棄物等総排出量、廃棄物最終処

分量及びその低減対策 機構からの排出物 Ｃ ２２
 

○21総排水量及びその低減対策 機構からの排出物 Ｃ ２２  
○22 輸送に係る環境負荷の状況及び

その低減対策 
－ Ｅ 

 
生産業などに適用 

○23 グリーン購入の状況及びその推

進方策 

グリーン購入・調

達の状況 Ａ ２１
 

○24製品・サービスのライフサイクル

での環境負荷の状況及びその低減

対策 

－ Ｅ 
 

生産・販売業に適用 

５）社会的取組の状況 
○25社会的取組の状況 記載なし Ｄ  把握できていない 

 



 

 

 

 

 

 高エネルギー加速器研究機構は、機構が推進する研究、教育活動及びそれに伴うす

べての事業活動において、地球環境の保全を認識し、環境との調和と環境負荷の低減

に努めることを目的として、『環境報告書２００６』を作成しました。 

 

 電力、水、ヘリウム、紙資源の循環型有効利用、節約、平滑化、また放射線、化学

物質、廃液処理等の環境保全の観点からの安全対策等、できる限り具体的な数値を報

告し、今後、さらに環境保全に取り組み続けるための出発点となる報告書を心がけま

した。 

 また、それらを踏まえ、今後、本機構が取り組もうとする様々な課題と目標を定め

ました。 

 

 本報告書は、第一号として、歩み始めたばかりであり、今後、改善されるべき点が

多々あることをご理解ください。本報告書へのご意見、ご批判を頂きつつ、次年度以

降、報告書を継続しつつ、環境の保全に努めて参ります。 

 

 

平成１８年９月 

 

施設整備委員会 

環境対策検討専門部会 
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